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序　　　　　文

国際協力事業団は、平成元年3月から平成 6年 2月までの 5年間、アルゼンチン共和国において

「ラ・プラタ大学獣医学部研究計画」を実施し、さらに平成6年 3月から 2年間のフォローアップ協

力を、平成 13年 4月から 2年間のアフターケア協力を行ってきました。

今般、アフターケア協力の終了を 1か月半後に控え、これまでの活動実績を評価するとともに、

今後の自立発展に向けた提言及び教訓を取りまとめることを目的として、平成 15年 2月 15日から

同 28日まで、国際協力事業団農業開発協力部次長 稲田 幸三を団長とする終了時評価調査団を現

地に派遣しました。

同調査団は、アルゼンチン共和国側と合同で評価調査にあたった結果、プロジェクトはおおむ

ねね成功裏に実施され、プロジェクト目標をほぼ達成できることが明らかになりました。このた

め調査団は、当初の予定どおり平成 15年 3月 31日をもってアフターケア協力を終了することが妥

当であると判断いたしました。

本報告書は、同調査団による調査・評価結果を取りまとめたもので、今後、関係者及び類似の

プロジェクト活動に広く活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外関係各機関の方々に、心から感謝の意を表する

とともに、当事業団の国際協力業務に一層のご支援をお願いする次第です。

平成 15年 4月

国際協力事業団

理事 鈴 木 信 毅





ラ・プラタ大学本部：
学長室ほかラ・プラタ大学の全学の事務部
が置かれている建物。

プロジェクト供与機材（超音波診断装置）：
本機材の使用により、各種臓器の画像診断が可能となり、
診断技術が著しく向上した。

プロジェクト供与機材（自動血液分析装置）：
多検体、多項目が短時間で測定できる本機材の使用によ
り、来院する羅患動物の適切かつ迅速な診断が可能となっ
た。

研究活動：
A／C活動は臨床系講座が主体の診断技術の向上である
が、現在も継続している第三国研修に参画しているウイル
ス学、細菌学、病理学、家禽疾病学、原虫学など基礎講座
との連携も重要な課題である。



チャスコムス獣医診断研究センターでの分析作業：
ラ・プラタ市内から約70kmの町に設置された施設で、近
隣農家、連携している獣医師からの依頼・送付血液検体の
検査を行い、診断している。

各講座主任による活動成果発表：
各分野の担当講座主任から約15分間のA／C活動実績報
告（スライド等を使用した）を受けたあと、それぞれの分野
について質疑・応答を行った。

合同評価委員会での評価検討作業：
ヒアリング終了後、合同評価委員会メンバーでA／C活動
状況の評価内容について討議中。

合同評価報告書の完成：
（前列が稲田団長とアルゼンチン側総括のフォルナサリ女
史、後列は合同評価委員会メンバー）
合同評価委員会における検討作業終了後、A／C活動に関
する合同評価報告書を作成し、日本側団長とアルゼンチン
側総括の署名を行った。



ディベルン　ラ・プラタ大学学長（合同調整委員会委員長）
とのミニッツ署名：
合同調整委員会終了後、日本側代表・稲田団長（右）とアル
ゼンチン側A／C統括責任者であり、合同調整委員会委員
長のラ・プラタ大学学長（左）によるミニッツ署名、並びに
交換。

合同調整委員会：
合同評価報告書の評価内容等について合同評価委員らと、
本A／C活動拠点であるラ・プラタ大学のA／C統括責任
者ディベルン学長、ポンス獣医学部長らと検討・協議し、
意見調整を行った。

アフターケア終了に併せて開催した国際セミナー：
A／C終了時に、その活動状況について日本側演者2名、
並びに各活動分野の担当者による国際セミナーを開催し
た。チリ、ブラジル（中央）、ウルグアイ、パラグアイ（右）、
ボリビアなど近隣諸国の家畜衛生に関連する大学関係者、
国立研究機関関係者、政府関係者を招へいした。

セルカウンターの使用法を指導：
A／C供与機材である血球自動算定装置（セルカウンター）
の使用法を指導する短期専門家（右）。本機材の導入によ
り、近隣農家、競馬場、連携した獣医師からの依頼検体の
多検体処理が可能となった。



患畜の診療をアドバイス：
短期専門家（左）は家畜病院における実際の診療に参加（中
央は飼い主、診療台の上に患畜）し、診療技術、診断法の
技術移転を行っている。右は日本で研修を受けたC／P。
この技術移転により来院できるよう動物に対する総合的な
診断方法が実施されるように改善が図られた。

エコーを使った診断方法を指導：
A／C供与機材である超音波診断装置を用いた画像診断
（写真は肝臓の超音波検査）について、研修生（手前4名）に
指導している日本で研修を受け帰国したC／P（左奥、放
射線学講座助手）。本機材の導入により、来院動物の画像
診断が実施できるように改善されていた。

外科手術の指導：
短期専門家（左）が実際の症例の外科手術に参加し、技術指
導を行った。中央は日本で研修を受け帰国したC／P（外
科学講座助手）。

機材供与式：
A／Cプロジェクトにより供与された各種機材の譲渡式。
左からポンス ラ・プラタ大学獣医学部長、ディベルン
ラ・プラタ大学学長、渡邊在アルゼンチン日本大使、雲見
JICAアルゼンチン事務所長。



略語一覧

CEDIVE ：Centro de Diagnosticos e Investigaciones Veterinarias チャスコムス獣医診断研究

センター

C／ P ：Counterpart カウンターパート

FAO ：Food and Agriculture Orgonigation of the United nation 国連食糧農業機関

INTA ：Servicio Nacional de Sanidad y Calidad Agroalimentaria 国立農牧技術院

M／M, M／ D：Minutes of Meetings, Minutes of Discussions ミニッツ（協議議事録）

R／D ：Record of Discussions 討議議事録

SENASA ：Servicio Nacional de Sanidad y Calidad Agroalimentaria 農産物品質衛生局

UNLP ：Universidad Nacional de La Plata ラ・プラタ大学



評価調査結果要約表

I.　案件の概要

国名：アルゼンチン共和国 案件名：ラ・プラタ大学獣医学部研究計画アフターケア

分野：畜産 援助形態：アフターケア協力

所轄部署：農業開発協力部 畜産園芸課 協力金額（評価時点）：1億 8,700万円

協力期間 （R／D）: 1989年 3月 1日～ 1994年 2月 28日 先方関係機関：ラ・プラタ大学獣医学部

（F／ U）: 1994年 3月 1日～ 1996年 2月 28日 日本側協力機関：東京大学ほか

（A／C）: 2001年 4月 1日～ 2003年 3月 31日 他の関連協力：JOCV、GREAR（現地NGO）

1. 協力の背景と概要

アルゼンチン共和国（以下、「アルゼンチン」と記す）ラ･プラタ大学（UNLP）獣医学部におい

て、獣医学部の研究活動を強化することを目的に1989年 3月 1日から 1994年までの 5年間、プ

ロジェクト方式技術協力「UNLP獣医学部研究計画」が、その後1994年 3月 1日から2年間のフォ

ローアップ協力が行われた。

この期間を通じて、病理学、生理学、免疫学、形態学等の基礎研究活動の強化が行われたこ

とにより、家畜感染症を中心として同学部の研究レベルが向上した。当初、日本側が大半を負

担していたローカルコストも、診断収入等の増加により、終了時にはUNLP側が 8割以上負担

するなど、自立発展性の面でも大きな成果がみられた。

このような結果を受けて、JICA は、これらの成果を近隣諸国に普及することを目的とし

て、1996年から 5年計画で第三国研修「家畜疾病の診断と研究」を実施したところ、近隣諸国か

らは多数の参加者と高い評価を得た。この第三国研修は2000年に終了し、第2フェーズが2001年

より 5年計画で実施中である。また、プロジェクトにより育成された同学部の研究者は、第三

国専門家として中南米諸国へ派遣されている。

しかしながら、同学部においては、臨床部門での強化が他の部門に比べて遅れており、第三

国研修でも臨床部門での研修要望が多くあることから、これまでの診断技術の維持、向上を図

りつつ、南南協力の拠点としての整備も念頭に置き、臨床部門の強化とフィールドへの応用を

進めることを目的として、アフターケア協力が要請された。

2. 協力内容

（1）上位目標

アルゼンチンにおける畜産業が発展する。



（2）プロジェクト目標

UNLP獣医学部の診療能力の向上を通じて研究能力が強化される。

（3）成　果

1）臨床診断技術の改善

2）予防と治療に対する診断技術のフィールドへの応用

（4）投入（評価時点）

〈日本側〉

長期専門家派遣 2名 機材供与 5,730万円

短期専門家派遣 12名 ローカルコスト負担 690万円

研修員受入れ 9名 その他 －円

〈相手国側〉

カウンターパート（C／ P）配置 66名　

土地・施設提供

ローカルコスト負担 53万米ドル

その他

II. 評価調査団の概要

調査者 担当分野 氏　名 所　属

総　括 稲田　幸三 JICA農業開発協力部次長

研究教育 佐藤　伸一朗 文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室

獣医学研究 見上　　彪 日本大学生物資源科学部獣医公衆衛生学教授

計画評価 高田　宏仁 JICA農業開発協力部畜産園芸課

調査期間 2003年 2月 15日～ 2月 28日 評価種類：終了時評価

III. 評価結果の概要

1. 評価結果の要約

（1）妥当性

アルゼンチンにおいては、畜産業は重要な産業であり、家畜疾病の予防方法の改善は、最

重要課題と位置づけられている。このような状況のなか、アルゼンチン政府は国家生産戦

略計画を策定し、家畜疾病の予防に取り組むこととしている。したがって、プロジェクト

の上位目標は、アルゼンチン政府及び近隣国の政策と一致しているといえる。

（2）有効性

プロジェクトでは、野外で簡単に実施できる有用な診断法を開発し、その診断キットを



配布した。また、野外での診療や診断依頼も増加しており、さらに、学術誌への論文掲載

数も増加した。このようにプロジェクト活動の実施を通じて、プロジェクト目標は、予定

どおり達成されつつあるといえる。

（3）効率性

必要に応じて、適切な投入が行われ、専門家とカウンターパート（C／ P）の努力により、

期待された成果はほぼ達成された。投入が最大限に利用されており、プロジェクトは効果

的に実施されたと判断される。

（4）インパクト

プロジェクトの実施により、以下のようなインパクトが発現している。

1） 組織的インパクト

・コンピューターネットワークを利用した電子カルテの運用システムが構築された。

・臨床分野での講座間の協力体制が確立し、多様な疾病の効果的な診断が可能になっ

た。

・本アフターケアで移転された技術及び知識を活用したことにより、畜産農家の活動

が活性化した。

・獣医学部では、他機関の要請に応じた研修コースをもつようになった〔事例：農産物

品質衛生局（SENASA）への職員研修〕。

・日本で研修を受けたC／ Pは、フルタイムの職員として採用された。

・獣医学部では、マスターコースの設置に向けた取り組みが開始された。

2） 技術的インパクト

・診断マニュアルを策定中である。

・獣医師を対象とした技術講習会や症例研究会が定期的に開催されるようになった。

・畜産農家を対象とした技術講習会が定期的に開催されるようになった。

3） 経済的インパクト

・ブルセラ症や結核の減少により、農家経営が改善された。

4） 環境的インパクト

・人畜共通伝染病の減少により公衆衛生環境が改善された。

5） 社会文化的インパクト

・研究や診断活動を通じて、農家だけでなく一般市民にも家畜衛生の重要性の認識が

広まった。

・日本・アルゼンチンパートナーシップ（PPJA）の下、パラグアイへの技術協力が開始

された。



・周辺諸国からの（第三国）専門家の派遣要請が増加した。

（5）自立発展性

次に示すとおり、組織的、財政的、技術的な観点からみて、自立発展の状況は整ってい

ると判断される。

1） 組織的

家畜病院において各講座連携の下に効率的な診断システムが構築され、臨床分野の大

学院の設立準備が進むなど、運営体制が整備されつつある。

2） 財政的

家畜病院の効率的運営により診療収入が増えるとともに、職員研修の受託や研修受講

料など収入の多元化も図られ、安定的に増加傾向にある。

3） 技術的

C／ Pの定着率が高く、各種の定期講習会等を通じて、職員の技術力の自己研鑽を行

うシステムができている。

2. 効果発現に貢献した要因

本件プロジェクトは、数々の効果を発揮しているが、それは、長年にわたる日本・アルゼ

ンチン双方の関係者の努力の積み重ねによるものが大きい。特に今後の参考になると思われ

る日本側の取り組みについて、アフターケアを含む1989年からの協力全般を通じた事項を以

下に示す。

（1）計画内容に関すること

1） 一貫した支援体制

当初協力の計画段階から、国内支援委員会などの一貫した視点・方針による指導・支

援があった。

・まずは基礎分野に集中した協力とする。

・初期の段階からC／ Pの受入計画を重視。

・学位取得者のみ専門家として派遣する。

以上の結果、C／ Pの技術力が着実に向上し、プロジェクトの自立発展とアルゼンチ

ン側の自主性を涵養することとなった。また、一連の協力を通じて、日本側の考え方、対

応にぶれがなく、プロジェクトのあらゆる部分で終始、一貫性が保たれることとなった。



（2）実施プロセスに関すること

1） C／ Pの登用

日本での研修受講済みC／ Pについて、帰国後は常勤職員へ登用するよう討議議事録

（R／D）において言及し、制度を創設。実施状況のチェックを継続的に行った。この制

度はUNLP側にとっても容易なものではなかったが、この制度により、C／Pの定着が進

み、その結果、技術移転の継続性が保たれることとなった。

2） 留学制度の活用

国内委員会となっていた東京大学では、プロジェクトの研修制度のみならず、一般及

び JICA枠の大学院への留学制度を活用し、学位を取得させるなど、C／ Pの積極的な育

成に尽力した。これにより、通常のC／ P研修だけではカバーできない人数と内容の研

修（留学）が行われた。特に、有能なC／ Pを留学させ、学位取得させることにより、大

学の幹部が育成されることとなった（現在の副学部長や学長技術顧問も日本留学経験

者）。

なお、前述の 1）と併せ、これら留学経験者も基本的に獣医学部内での継続雇用となる

ため、プロジェクトの進展に伴い、以前の研修受講者がプロジェクトマネージャーにな

るなど、責任ある地位の者が増加するに従い、手法、方針の理解などの面で日本側に大

いに貢献することとなった。

3. 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

特になし

（2）実施プロセスに関すること

1） C／ Pの常勤職員化

2.（2）の 1）で述べた C／ Pの登用は、プロジェクトの継続性に正のインパクトを与え

ているが、一方で、現在、定員の少ない常勤職員枠をプロジェクト関係者が占めてしま

う状況となっており、将来は配慮が必要となると思われる。

4. 結　論

終了時評価調査団は、アルゼンチン側評価チームと合同評価委員会を構成し、評価 5項目に

沿って総合的に評価調査を実施した。その結果、アフターケアプロジェクトは、その目標をほ

ぼ達成できる見込みであり、アルゼンチン側の自立発展性を確保するためにも、当初の予定ど

おり、2003年 3月末をもって終了することが妥当と判断した。



5. 提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

プロジェクトの成果を今後とも維持･発展させるためには、以下の事項が必要である。

（1）供与機材の適正使用とメンテナンスのために、機材管理システムを構築すべきである。

（2）UNLP獣医学部は、水平協力や地域間協力の拠点となることが期待されており、獣医学

分野での科学的技術的知見の一層の強化を図るべきである。

（3）上位目標の達成のためには、現状の活動を強化するための、予算措置、人員の配置、機

材の整備が必要である。

（4）獣医学部は、国際機関〔国連食糧農業機関（FAO）など〕、関連機関〔農産物品質衛生局

（SENASA）国立農牧技術院（INTA）など〕及び他の大学との共同研究を通じて、技術と知識

の強化を図るべきである。

（5）獣医学部は、自身の活動を幅広く（国内及び周辺国に）広報すべきである。

（6）獣医学部は、日本の技術協力によって得られた現在の研究活動のレベルを自助努力によ

り、より高いレベルに引き上げていくべきである。

6. 教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄）

（1）プロジェクトの枠組みのデザイン

・当初のプロジェクトの枠組みを設計する際、獣医学の基礎分野に重点を置いたことが、

極めて有効であった。

・C／ Pを獣医学部のフルタイムの職員にするという制度は、技術や知識の継承に大き

く貢献した。

（2）支援体制

・大学院への留学制度も活用したC／ Pの育成手法がプロジェクト目標の達成に貢献し

た。

・国内委員会は、技術協力の計画段階から、その活発かつ継続的な活動により、プロジェ

クトの実施に重要な役割を果たした。



- 1 -

第 1章　終了時評価調査団の派遣

1－1 調査団派遣の経緯と目的

アルゼンチン共和国（以下、「アルゼンチン」と記す）ラ･プラタ大学（UNLP）獣医学部において

は、獣医学部の研究活動を強化することを目的に 1989年 3月 1日から 1994年までの 5年間、プロ

ジェクト方式技術協力「UNLP獣医学部研究計画」が実施され、その後、1994年 3月 1日から2年間

のフォローアップ協力が行われた。

この期間を通じて、病理学、生理学、免疫学、形態学等の基礎研究活動の強化が行われたこと

により、家畜感染症を中心として同学部の研究レベルが向上した。技術面では、論文発表数が3倍

に増加し、セミナー等の開催も活発になった。また、当初、日本側が大半を負担していたローカ

ルコストも、診断収入等の増加により、終了時にはUNLP側が 8割以上負担するなど、自立発展性

の面でも大きな成果がみられた。

このような結果を受けて、JICAは、これらの成果を近隣諸国に普及することを目的として1996

年から 5年計画で第三国研修「家畜疾病の診断と研究」を実施したところ、近隣諸国からは多数の

参加者と高い評価を得た。この第三国研修は 2000年に終了し、第 2フェーズが 2001年より 5年計

画で実施中である。また、プロジェクトにより育成された同学部の研究者は、第三国専門家とし

て中南米諸国へ派遣されている。

しかしながら、同学部においては、臨床部門での強化が他の部門に比べて遅れており、第三国

研修でも臨床部門での研修要望が多くあることから、これまでの診断技術の維持、向上を図りつ

つ、南南協力の拠点としての整備も念頭に置き、臨床部門の強化とフィールドへの応用を進める

ことを目的として、アフターケア協力が要請された。

これを受け JICAは、2000年 11月にアフターケア調査団を派遣し、ミニッツの署名・交換を行

い、2001年 4月 1日から 2年間、アフターケア協力を実施することとした。

本アフターケア協力は、2003年 3月 31日で活動期間を終了することから、これまでの活動実績

を評価するとともに、今後の自立発展に向けての提言、及び教訓を取りまとめることを本調査団

の目的とする。

1－2 調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成

担　当 氏　名 所　属

総　括 稲田　幸三 JICA農業開発協力部次長

研究教育 佐藤　伸一朗 文部科学省大臣官房国際課国際協力政策室

獣医学研究 見上　 彪 日本大学生物資源科学部獣医公衆衛生学教授

計画評価 高田　宏仁 JICA農業開発協力部畜産園芸課
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（2）調査期間

平成 15年 2月 15日（土）～ 2月 28日（金）（14日間）

調査日程及び主要面談者は付属資料 1、2のとおりである。

1－3 終了時評価の方法

日本側は本調査団を、アルゼンチン側は前述の評価委員をそれぞれメンバーとする合同評価委

員会を構成し、合同で評価にあたる。

合同評価委員会は、現在までの活動内容やその成果・効果等について、評価5項目に基づいて、

アルゼンチン側政府関係者との協議やサイト視察、C／ Pへのインタビュー等を通してアフター

ケア協力の当初計画、双方の投入実績、活動実績、実施の効果、運営管理体制等につき評価調査

を行う。あわせて、当初の協力期間終了後における対応方針についても検討し、これらの結果を

合同評価報告書として取りまとめ、合同調整委員会に報告する。

合同調整委員会は、合同評価委員会作成の合同評価報告書、提言等を受け、必要な協議を行い、

アフターケア協力の評価、終了後の対応策等を取りまとめ、両国政府及び関係機関に報告・提言

を行う。
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第 2章　プロジェクトの当初計画

2－1 目的及び基本計画

（1）プロジェクト目標

1989年から実施されたプロジェクト方式技術協力では、「プロジェクトの目的」を以下のよ

うに規定している。

「プロジェクトの目的」：当該プロジェクトはアルゼンチンの基幹産業の 1つである牧畜業

の発展に資するため、UNLP獣医学部における研究活動の強化を行うことを目的とする。

今回、評価用のPDM（PDMe）を作成するにあたって、この「プロジェクトの目的」を「上位

目標」と「プロジェクト目標」に整理しなおした。

「上位目標」：アルゼンチンにおける畜産業が発展する。

「プロジェクト目標」：UNLP獣医学部の診療能力の向上を通じて研究能力が強化される。

本協力は、アフターケアであるため、プロジェクト目標は、当初のプロジェクト方式技術

協力と同じものを設定しているが、今回のアフターケアで想定している成果は、当初の成果

のなかでも診断技術の改善による診療能力の向上に力点を置いていることから、プロジェク

ト目標のなかに「診療能力の向上を通じて」を挿入し、指標の設定等のために分かりやすいも

のとした。

2－2 プロジェクトの活動計画

（1）臨床診断技術の改善

1） 血液・血液化学検査法

2） 眼科的検査法

3） 画像診断法

4） 病理組織学的検査法

（2）家畜疾病の予防と治療に対する診断技術のフィールドへの応用

1） 寄生虫・原虫感染症

2） 細菌感染症

3） ウイルス感染症
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2－3 プロジェクトの投入計画

（1）日本側投入

1） 専門家の派遣

長期専門家：臨床診断技術

短期専門家：画像診断、臨床病理学等必要に応じて派遣

2） 機材供与計画：アフターケアに必要な最小限の機材

3） C／ P研修：年間数名（臨床獣医学、診断技術等）

（3）アルゼンチン側投入

1） C／ Pの配置

2） アフターケア実施に必要な施設・建物

3） ローカルコストの負担
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第 3章　調査結果の要約

3－1 評価の結論

本件調査団は、アルゼンチン側評価チームと合同評価委員会を構成し、評価 5項目に沿って総

合的に評価調査を実施した。その結果、アフターケアプロジェクトは、その目標をほぼ達成でき

る見込みであり、アルゼンチン側の自立発展性を確保するためにも、当初の予定どおり 2003 年

3月末をもって終了することが妥当と判断した。

これら所見を主な内容とした合同評価報告書（付属資料 4.参照）をアルゼンチン側評価委員とと

もに作成し、署名を行った。さらに、同評価報告書を合同調整員会に提出・報告を行い、了承さ

れた。

合同調整委員会においては、アルゼンチン側から、今回のプロジェクトの成果を維持し、発展

させていくために、JICAの協力を得て、UNLP大学獣医学部が家畜疾病に係る広域協力を実施し

ていきたい旨の要望が出された。

これに関し調査団は、アルゼンチン側の要望を日本政府に伝えることとし、あわせて、アルゼ

ンチン側が周辺国との議論を深めることが重要である旨を助言した。以上について合同調整委員

会の協議議事録（M／D）に記載、署名を行った。

3－2 評価の要点（団長所感）

プロジェクトの評価結果については、第 4章で合同評価報告書の内容を述べるが、この項では、

評価の要点として、主要な事柄に、所感を交えて記しておくこととする。

（1）妥当性

畜産大国のアルゼンチンにおいて、輸出の障害となる家畜疾病への対応は重要な課題であ

る。特に口蹄疫に関しては、2001年に発生があり、2002年には隣国で発生が確認されるなど、

その対策が急務となっている。またそれ以外の疾病についても、各種の対策は講じられてい

るものの発生も報告されており、診断・予防対策の改善が望まれている。

本アフターケア協力は、これまでの基礎分野に加え、臨床部門の研究能力の向上を図り、総

合的な診断技術の改善と予防・治療への応用をめざしたものである。これは、獣医学の研究・

教育及び家畜疾病予防など国家政策の観点のみならず、獣医師や農民等の社会的観点からも

妥当性は高いといえる。

また実施中の第三国協力においても、基礎技術の現場への適応方法等に関する研修要望が

多く出されていることから、近隣諸国のニーズにも沿ったものと考える。
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（2）効　果

臨床部門の取り組みとして、パソコンネットワークを活用したカルテ管理システムを導入

し、これまでは個別に対応していた臨床系の各講座が、必然的に協働して診断に関与する（せ

ざるを得ない）体制が構築された。つまり、ある疾病について、これまでは担当講座のみの観

点から診ていたものが、各講座が同じ情報（電子カルテ）を見ながら専門的・総合的に診断で

きるようになった。

この結果、診断マニュアルの策定準備、獣医師を対象とした症例検討会及び農家を対象と

した研修会が定期開催できるようになった。またC／ Pからは「今まではよく知られた疾病し

か診断していなかったが、あるいはまれな新しい疾病の診断や研究ができるようになった」と

いう声や、獣医師会会長からは「学会誌等でしか知らなかった技術が、身近なものになった」

という評価があった。

さらには、農産物品質衛生局（SENASA）から職員研修を委託されるようになり、カリキュ

ラムや教材の作成も含め、大学側が主導して研修を開始している。

第三国協力においても、国立農牧技術院（INTA）や SENASAという政府機関と共同研修を実

施するなど、より実務的なことまで研修できるようになった。またこのようなことを背景に、

第三国専門家の派遣についても要請が増加してきている。

（3）自立発展性

次に示すとおり、組織的、財政的、技術的な観点からみて、自立発展の状況は整っている

と考える。

1） 組織的

家畜病院において、各講座連携の下に効率的な診断システムが構築され、臨床分野の大

学院の設立準備が進むなど、運営体制が整備されつつある。

2） 財政的

家畜病院の効率的運営により診療収入が増えるとともに、職員研修の受託や研修受講料

など収入の多元化も図られ、安定的に増加傾向にある。

3） 技術的

C／ Pの定着率が高く、各種の定期講習会等を通じて、職員の技術力の自己研鑽を行うシ

ステムができている。

3－3 プロジェクト運営管理上の工夫等（教訓の補足）

本件プロジェクトは、数々の効果を発揮しており、それは、長年にわたる日本・アルゼンチン

双方の関係者の努力の積み重ねによるものと考えられる。特に今後の参考になると思われる日本
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側の取り組みを以下に示すとおりである。

（1）一貫した支援体制

当初協力の計画段階から、国内支援委員会などの一貫した視点・方針による指導・支援が

あった。

・まずは基礎分野に集中した協力とする。

・初期の段階からC／ Pの受入計画を重視。

・学位取得者のみ専門家として派遣する。

　以上の結果、C／Pの技術力が着実に向上し、プロジェクトの自立発展とアルゼンチン側

の自主性を涵養することとなった。また、一連の協力を通じて、日本側の考え方、対応にぶ

れがなく、プロジェクトのあらゆる部分で終始、一貫性が保たれることとなった。

（2）C／ Pの登用

日本での研修受講済みC／ Pについて、帰国後は常勤職員へ登用するようR／Dにおいて

言及し、制度を創設。実施状況のチェックを継続的に行った。この制度はUNLP側にとって

も容易なものではなかったが、このことでC／ Pの定着が進み、その結果、技術移転の継続

性が保たれることとなった。

しかしながら、現在、少ない常勤職員枠をプロジェクト関係者が占めてしまう状況となっ

ており、将来は配慮が必要となると思われる。

（3）留学制度の活用

国内委員会となっていた東京大学では、プロジェクトの研修制度のみならず、一般及び

JICA枠の大学院への留学制度を活用し、学位を取得させるなど、C／ Pの積極的な育成に尽

力した。このことにより、通常のC／P研修だけではカバーできない人数と内容の研修（留学）

が行われた。特に、有能なC／ Pを留学させ、学位取得させることにより、大学の幹部が育

成されることとなった（現在の副学部長や学長技術顧問も日本留学経験者）。

なお、前述の（2）と併わせ、これら留学経験者も基本的に獣医学部内での継続雇用となるた

め、プロジェクトの進展に伴い、以前の研修受講者がプロジェクトマネージャーになるなど、

責任ある地位の者が増加した。それに従い、手法、方針の理解の面で日本側に大いに貢献す

ることとなった。
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3－4 今後の取り組み

（1）今後の発展性

1） 自己研鑽と成果の還元

大学にとって、得られた研究成果を現場に応用することは必須であり、行政及び関連研

究機関ではカバーしきれない疾病への対応など、社会的にも要望されている。UNLP獣医学

部は本件アフターケア協力を通じて、これらの要望に応え得る能力を有するようになった

といえる。

今後は他機関及び他大学との共同研究等を通じ、これまでの能力の維持・向上に努める

とともに、研究成果を広く還元していくことが重要である。

2） 第三国協力

既に拠点として実施している第三国協力について、基礎研究から臨床分野まで総合的な

研修を行えるようになり、周辺諸国のニーズに沿った協力が期待できる。同時に、各国か

ら研修員の受入れや専門家派遣の要請も増加傾向にある。

3） 広域協力（家畜疾病情報システム）

アルゼンチン政府は、近隣諸国を含めた家畜疾病に係る情報システム構築のため、同大

学を中心機関とした広域的な協力を実施したいとしている。

この実現に向け、我が国に対し技術協力による支援を得たい旨要請を提出してきており、

今般の調査団にも各方面から強い希望が述べられた。

アルゼンチン外務省は、新たな南南協力の第一段階として、また同文部省は新たな大学

の役割構築の 1つのモデルとして、当該広域協力を位置づけている模様で、協力の実現に

向け全面的な支援をするとのことである。

（2）今後の対応

1） 成果を維持

今後の発展性を確実なものとするため、UNLP獣医学部は引き続き、機材等の維持・更新

及び自己研鑽体制の確立などに努めることが必要である。また関係機関・獣医師会等との

連携による成果の還元や広報活動の強化も併せて検討すべきであろう。

このため、JICAとしても事務所を通じ、適宜打合せや助言等を行うとともに、必要に応

じ短期専門家の派遣等、若干の追加支援の実施も、協力効果の確保に有効と考える。

2） 今後の方向

一連の家畜疾病に係る協力を通じて、UNLP獣医学部の研究能力は著しく向上している

ので、この成果のより効果的な活用を検討することが重要である。この場合、アルゼンチ

ン政府の意向及びUNLPの実績等から、同大学を家畜疾病分野の中南米地域の拠点と位置
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づけ、南南協力を積極的に展開していくことが考えられる。

今後の南南協力としては、現在実施中の第三国協力の拡充及び新たなものとして広域協

力の実施〔前述（1）の 2）及び 3）〕が考えられる。

（3）南南協力

1） 拠点としての妥当性

UNLPは、家畜疾病について診断から予防・治療にわたる技術改善・研究開発を進めてお

り、基礎から臨床まで一括して研修ができだけではなく、家畜疾病の情報ネットワーク拠

点となり得る能力を有している。

また中南米地域に対する今までの協力を通じた成果として、このような役割を担えるの

は、当該地域ではUNLPだけと考えられる。

同時に、各種の国際学会やセミナー、さらには第三国協力での活躍等により、UNLPの実

績・実力は各国、各機関に十分認知されるようになっている。研究者間の人脈も形成され

ている。

2） 第三国協力の拡充

中南米地域において、家畜疾病に係る研究者の確保・育成は急務である。これに対処す

るため、UNLPを中心に、研究者の裾野を広げるという観点から、既存の日本・アルゼンチ

ンパートナーシップ（PPJA）を活用しつつ、南南協力を積極的に支援していくことが有効で

ある。

現在の研修受講者は大卒2～ 3年の新人から管理職レベルまで混在しているが、若手研究

者の受講要望が強いようである。今後は研修対象の明確化（コース別の受講者レベルの設定

等）を行うなど、効率的運営の検討も重要である。

専門家の派遣についても分野、派遣国ともに要請が増えており、今後は本来の研究活動

に支障を来さないよう、関係機関との連携強化や役割分担の検討も必要であろう。

3） 広域協力の実施

a） 背　景

ラテンアメリカ諸国には畜産を主要産業とする国が多く、家畜疾病情報の整備が望ま

れている。しかしながら疾病情報は、政策的要素も強く、各国の技術レベル・検査体制

にも差異があり、その共有化が進展していない。したがって、周辺国も含めて技術交換・

情報交換のネットワークを構築すべきという意見が研究者の間から多く出ている。

b） 期待される効果

我が国が協力すれば、次のような効果が期待できる。

・今までの協力成果の有効活用
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・現行の第三国協力との連携・補完、相乗効果

・中南米における広域協力の先進事例

また食料輸入国の我が国として、その輸入の有無にかかわらず、家畜疾病に関する確

度の高い情報に接する機会を得ることは有益と考える。

c） 協力の概要

家畜疾病に関する診断結果を使いやすく取りまとめ、関係者間で共有するための情報

システムを構築する。

（要点）

・一定以上の技術・知識を有する指導者層を対象

・診断技術の改善（一定の基準で）

・情報の伝達・共有システムの構築

（今後の手順）

・協力計画の骨子の作成

・各国の現状、ニーズ、課題など基礎的な情報の収集・整理

（現地調査の費用等の支援）

・各国の取りまとめ役（ナショナルコーディネーター）の選定

・各国の実情を踏まえた協力計画の（案）の作成
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第 4章　評価結果

4－1 評価5項目の評価結果

4－ 1－ 1 妥当性（Relevance）

アルゼンチンにおいては、畜産業は重要な産業であり、家畜疾病の予防方法の改善は、最重

要課題と位置づけられている。このような状況のなか、アルゼンチン政府は国家生産戦略計画

を策定し、家畜疾病の予防に取り組むこととしている。

したがって、プロジェクトの上位目標は、アルゼンチン政府並びに近隣国の政策と一致して

いるといえる。

4－ 1－ 2 有効性（Effectiveness）

プロジェクトでは、野外で簡単に実施できる有用な診断法を開発し、その診断キットを配布

した。また、野外での診療や診断依頼も増加しており、さらに、学術誌への論文掲載数も増加

した。このようにプロジェクト活動の実施を通じて、プロジェクト目標は、予定どおり達成さ

れつつあるといえる。プロジェクト活動によって達成された概要は、以下のとおりである。

（1）臨床診断技術分野

1） 血液・血液化学的検査法

血球算定装置、自動分析装置の設置により、診断、治療、多検体処理が一度にできる

ようになり、牛の群管理への応用が容易になった。

2） 眼科的検査法

供与された機材により、基本的な手順に沿った眼科検査が容易になった。

3） 画像診断法

内視鏡診断装置により、胃、腸、気管の内視が可能になり、生検材料の入手が容易に

なった。また、超音波診断装置により心疾患の診断が容易になった。

4） 病理組織学的検査法

病理組織学的検査に生体組織を使うことにより、生検診断が可能となった。

（2）予防診断技術のフィールドへの応用

1） 寄生虫・原虫感染症

トキソプラズマ症の診断に多検体を迅速に測定できる方法を開発した。また、フィー

ルドで応用できるネオスポーラ感染の診断法を確立した。
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2） 細菌感染症

ブルセラ感染症について簡便な診断法を開発した。

3） ウイルス感染症

オーエスキー病で多検体を測定できる診断法を確立した。また、ジステンバーの検出

率が向上した。

4－ 1－ 3 効率性（Efficiency）

日本側及びアルゼンチン側の投入の詳細は以下のとおりである。必要に応じて、適切な投入

が行われ、専門家とC／ Pの努力により期待されたアウトプットはほぼ達成された。このよう

に、投入が最大限に利用されたという意味で、プロジェクトは効果的に実施されたと判断され

る。

（1）日本側の投入

1） 専門家派遣

これまでに、長期専門家が 2名（臨床診断技術分野）と短期専門家が12名、計画どおり

に派遣されている。専門家の詳細は、付属資料 4.合同評価委員会ミニッツ及び合同評価

報告書のANNEX3のとおりである。

2） C／ P研修

8名のC／ Pが日本で研修を受けており、さらに1名が研修を受ける予定である。詳細

は、付属資料4.合同評価委員会ミニッツ及び合同評価報告書のANNEX4のとおりである。

3） 機材の投入

供与された機材は適切に使用され、必要なメンテナンスも行われている。供与機材の

詳細は、付属資料 4.合同評価委員会ミニッツ及び合同評価報告書のANNEX5のとおりで

ある。

（2）アルゼンチン側の投入

1） C／ Pの配置

プロジェクト期間中、プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネージャー、プロ

ジェクトコーディネーターが各1名と各講座の責任者6名がC／ Pとして配置された。ま

た、50名を超えるスタッフもC／ Pとして配置された。

2） プロジェクト実施に必要な予算措置

プロジェクトを効果的に実施するために、アルゼンチン側は 2001年に 81万 6,000ペソ

を 2002年に 98万 7,000ペソを投入した（2001年当初では 1ペソは 1米ドルに相当、81万

6,000ペソ≒ 9,700万円）。
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また、アルゼンチン側は、機材の設置やプロジェクト活動に必要な事務所の建設、修

理も行った。

4－ 1－ 4 インパクト（Impact）

（1）組織的インパクト

1） コンピューターネットワークを利用した電子カルテの運用システムが構築された。

2） 臨床分野での講座間の協力体制が確立し、多様な疾病の効果的な診断が可能になった。

3） 本アフターケアで移転された技術及び知識を活用したことにより、畜産農家の活動が

活性化した。

4） 獣医学部では、他機関の要請に応じた研修コースをもつことができるようになった。

事例として、SENASAの職員研修があげられる。

5） 日本で研修を受けたC／ Pは、フルタイムの職員として採用された。

6） 獣医学部では、マスターコースの設置に向けた取り組みが開始された。

（2）技術的インパクト

1） 診断マニュアルを策定中である。

2） 獣医師を対象とした技術講習会や症例研究会が定期的に開催されるようになった。

3） 畜産農家を対象とした技術講習会が定期的に開催されるようになった。

（3）経済的インパクト

ブルセラ症や結核の減少により、農家経営が改善された。

（4）環境的インパクト

人畜共通伝染病の減少により公衆衛生環境が改善された。

（5）社会文化的インパクト

1） 獣医学部の研究や診断活動を通じて、農家だけでなく一般市民にも家畜衛生の重要性

の認識が広まった。

2） PPJAの下、パラグアイへの技術協力が開始された。

3） 周辺諸国からの（第三国）専門家の派遣要請が増加した。



- 14 -

4－ 1－ 5 自立発展性（Sustainability）

（1）組織制度的側面

1） プロジェクトにおける臨床分野を中心に、マスターコース設置の取り組みが開始され

た。

2） 臨床系の各講座の協調により、家畜病院の運営委員会の下で病院の運営体制が構築さ

れた。

（2）財政的側面

収入源の多様化（診療収入、委託事業収入）により、獣医学部の収入が増加している。

（3）技術的側面

1） 日本で研修を受けたC／ Pが、獣医学部のフルタイムの職員として雇用されている。

2） 定期的に開催される研修会等を通じて、獣医学部関係者の技術、知見が継続的に改善

されている。
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第 5章　提言及び教訓

5－1 提　言

プロジェクトの成果を今後とも維持･発展させるためには、以下の事項が必要である。

（1）供与機材の適正使用とメンテナンスのために、機材管理システムを構築すべきである。

（2）UNLP獣医学部は、水平協力や地域間協力の拠点となることが期待されており、獣医学分野

での科学的・技術的知見の一層の強化を図るべきである。

（3）上位目標の達成のためには、現状の活動を強化するための、予算措置、人員の配置、機材

の整備が必要である。

（4）獣医学部は、国際機関〔国連食糧農業機関（FAO）など〕、関連機関（SENASAINTA、INTAな

ど）及び他の大学との共同研究を通じて、技術と知識の強化を図るべきである。

（5）獣医学部は、自身の活動を幅広く（国内及び周辺国に）広報すべきである。

（6）獣医学部は、日本の技術協力によって得られた現在の研究活動のレベルを自助努力により、

より高いレベルに引き上げていくべきである。

5－2 教　訓

（1）プロジェクトの枠組みのデザイン

1） 当初のプロジェクトの枠組みを設計する際、獣医学の基礎分野に重点を置いたことが、

極めて有効であった。

2） C／ Pを獣医学部のフルタイムの職員にするという制度は、技術や知識の継承に大きく

貢献した。

（2）支援体制

1） 大学院への留学制度も活用したC／ Pの育成手法がプロジェクト目標の達成に貢献した。

2） 国内委員会は、技術協力の計画段階から、その活発かつ継続的な活動により、プロジェ

クトの実施に重要な役割を果たした。





付　属　資　料

1. 調査日程

2. 主要面談者

3. 合同調整委員会ミニッツ

4. 合同評価委員会ミニッツ及び合同評価報告書

5. 和文資料

5－ 1 評価用 PDM（PDMe）

5－ 2 分野別活動実績

5－ 3 専門家派遣実績

6. フォローアップ（1994年～ 1996年）終了時の

国内委員会委員作成文書

7. UNLPに係る JICAの協力の変遷
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日順 月日 曜日 移動及び業務 宿泊地
1 2月 15日 土 成田発（NH010）→ 機中泊

ニューヨーク着（RG8865）

＜総括：ナイロビより参団＞

ロンドン発（BA235）

2 2月 16日 日 サンパウロ発（RG8640） ブエノスアイレス

ブエノスアイレス着

3 2月 17日 月 JICAアルゼンチン事務所表敬 ブエノスアイレス

在アルゼンチン日本大使館表敬

外務省国際協力局表敬

第 1回合同評価委員会（概要説明、日程確認）

4 2月 18日 火 移動（ラ・プラタ） ラ・プラタ

プロジェクト視察（各講座のプレゼンテーション）

国際セミナー参加

セミナー夕食会

5 2月 19日 水 ラ・プラタ大学獣医学部打合せ（評価の進め方） ラ・プラタ

第 2回合同評価委員会

　〔評価方法等（評価 5項目含む）の説明〕

関係者との協議（専門家、学部長等）

学内施設視察

6 2月 20日 木 チャスコムス獣医診断研究センター（CEDIVE）視察 ラ・プラタ

牧畜農家等の視察（農家、獣医師等）

団内打合せ、報告書案・ミニッツ（案）検討

7 2月 21日 金 第 3回合同評価委員会（評価内容の突合せ） ラ・プラタ

関係者との協議（各講座、学部関係者）

獣医学部との打合せ（合同調整委員会関連）

8 2月 22日 土 移動（ブエノスアイレス） ブエノスアイレス

合同評価報告書作成、ミニッツ案作成

9 2月 23日 日 団内打合せ、資料整理 ブエノスアイレス

10 2月 24日 月 合同調整委員会準備（獣医学部、JICAアルゼンチン事務所） ブエノスアイレス

広域協力に係る事務所打合せ

第 4回合同評価委員会（最終協議）

11 2月 25日 火 合同評価報告書に係るミニッツ署名・交換 ブエノスアイレス

・合同調整委員会

・合同評価委員会の報告・ミニッツの署名・交換

文部省表敬・報告

外務省国際協力局表敬・報告

12 2月 26日 水 JICAアルゼンチン事務所報告 機中泊

在アルゼンチン日本大使館報告

ブエノスアイレス発（RG8641）

→サンパウロ着（RG8864）

13 2月 27日 木 →ニューヨーク着（NH009） 機中泊

14 2月 28日 金 →成田着

1. 調査日程
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〈アルゼンチン側〉

（1）外務省

Ms. Ana CAFIERO 国際協力局長

Ms. Andrea de FORNASARI 日本担当官（アルゼンチン側評価委員：総括）

（2）文部省大学政策庁

Dr. Juan Carlos PUGLIESE 長　官

（3）ラ・プラタ大学

Dr. Alberto DIBBERN 学　長

Dr. Marcero R. PECOLARO 学長顧問(学術担当)

Dr. Eduardo PONS 学部長

Dr. Edgardo NOSETTO 副学部長

Dr. Jorge Roberto ROMERO CEDIVE（チャスコムス獣医診断研究センター）所長

（4）アルゼンチン側評価委員

Ms. Andrea de FORNASARI ＜総括＞外務省国際協力局

Dr. Hugo PINOTTI ＜プロジェクト評価＞ INTA（国立農牧技術院）技術顧問

Dr. Jorge Rodriguez TOLEDO ＜組織間協力＞ SENASA（農産物品質衛生局）

Dr. Carlos DIAZ ＜獣医学研究＞ブエノスアイレス州獣医師会会長

（5）アフターケア専門家

太田　 實 長期専門家（臨床診断技術）

高橋　英司 短期専門家（獣医学教育）

小野　憲一郎 短期専門家（獣医学研究）

遠矢　幸伸 短期専門家（病理組織学的検査法）

長谷川　貴史 短期専門家（眼科学的検査法）

〈日本側〉

（1）JICAアルゼンチン事務所

高井　正夫 所　長

加藤　誠治 次　長

ビクトル隈部 所　員

2. 主要面談者
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生田　暢美 企画調査員

長嶋　典子 通　訳

（2）在アルゼンチン日本大使館

鈴木　博康 参事官

白勢　隼人 二等書記官
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